
昭島市地域防災計画（修正素案）

令 和 ５ 年 1 2 月 1 8 日
昭 島 市 役 所

【概要】



１ 見直し背景

（1）首都直下地震等による東京の被害想定（令和４年５月東京都防災会議公表）
【前回（平成24年）の公表から10年ぶりの見直し】

(2) 東京都地域防災計画の修正（令和５年５月東京都防災会議）
【新たな被害想定や災害対策基本法の改正を踏まえた所要の修正】

(3) 火山計画（富士山噴火降灰対策）の策定
【昭島市地域防災計画に新たに追加】

被害想定を踏まえ、東京都地域防災計画との整合性を図り、新たに
火山計画を追加し、昭島市地域防災計画を修正する



２ 本計画の基本とする地震の被害想定

「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」本市に最も大きな被害を及ぼすと考えられる地震 ⇒立川断層帯地震（マグニチュード7.4）
今後30年以内の発生確率は、0.5～２％と低いとされているが、発生した場合、本市に大きな影響を与えることから、市民の安全、安心を守る
ため、本計画における想定地震を立川断層帯地震とする。

被害項目
令和４年
想定被害

平成24年
想定被害

増減

ゆれ・建物の被害
死者 最大100人 最大157人 ▲57

傷者 最大1,312人 最大1,887人 ▲575

火災
死者 最大66人 最大43人 23

傷者 252人 最大160人 92

屋内収容物
死者 最大4人 最大4人 0

傷者 最大77人 最大83人 ▲6

建物全壊棟数（ゆれ） 1,668棟 2,598棟 ▲930

火災件数 15件 14件 1

焼失棟数（倒壊建物含む） 3,021棟 2,190棟 831

避難者数 最大37,433人 最大45,900人 ▲8,467

避難所避難者数 最大24,956人 最大29,835人 ▲4,879

電力停電率 21.9% 26.3% ▲4.4

通信不通率 10.6% 8.8% 1.8

上水道断水率 47.4% 72.2% ▲24.8

下水道管きょ率 5.1% 22.2% ▲17.1

ガス供給停止率 0% 0% 0

被害の特徴
(1) 火災による死傷者、出火件数及び焼失棟数は増加している。
(2)  ゆれ・建物被害による死傷者及び倒壊棟数は減少している。
(3) 避難者数及び避難所避難者数は減少している。
(4)  ライフラインの被害等については、通信不通率を除き、減少している。

焼失棟数分布図 全壊棟数分布図震度分布図

(1) 火災による死傷者、火災件数及び焼失棟数の増加

要因
１ 死傷者数は、焼失棟数の増加に伴って増加した。
２ 震度７のエリアが広がったことから、出火件数及び焼失棟数が増加した。
３ 市街地が密集化、巨大化している。

(2) ゆれ・建物被害による死傷者及び倒壊棟数の減少

要因
耐震化率が向上している。
一般住宅の耐震化率 平成24年（67.3%）⇒令和４年（76.3％）

(3) 避難者数及び避難所避難者数の減少

要因 断水率の低下によりライフライン被害による避難者が減少した。
(4) ライフラインの被害の減少

要因 ライフラインの耐震化率が向上している。



３ 火災による死者、焼失棟数の増加

出火件数
１４件

焼失棟数
２，１９０件

死者数
４３人

平成24年被害想定

令和４年被害想定

出火件数が少ない場合でも、建物が密集化
した地域では、延焼クラスタ―内の建物が
延焼する。



４ 主な修正概要

○震災関連（総則、災害予防計画、震災応急・復旧対策計画）

(1) 各種法令改正、計画等の修正内容等の反映・整合を図る。（首都直下地震等による東京の被害想定報告書・東京都地域防災計画等）

(2) 新たな減災目標及び指標を設定する。（東京都地域防災計画との整合性を図りつつ、市の特性や課題を踏まえる。）

(3) 複合災害への対応（地震による被害に加え、大規模風水害等が複合して発生した場合に起きうる事象を整理）

(4) 新たな視点の追加（計画の章を構成する３つの視点に、新たに「災害につよい人づくり」を追加、地域防災力の向上を第１章に移行）

(5) マンション防災の追加（マンション防災の必要性の高まりにより、自助・共助の構築を追加）

(6) 各種計画の策定（災害時受援応援計画、避難行動要支援者個別避難計画等の策定を明記）

(7) 備蓄等の見直し（避難所避難者数が見直されたことによるもの）

(8) 応急対策の機能強化（初動態勢の見直し：各学校避難所「避難所対策班」の設置、災害対策本部機能の強化「本部応援要員」の設置）

(9) 関係各機関による対策等の見直し（昭島警察署、昭島消防署、昭島ガス等）

平成24年における被害想定と比較し、ライフラインなど被害想定が軽減しているものに関する各種対策は、大きく変更せず継続して推進する
ものとし、被害想定が増加している火災に関しては軽減対策等を新たに追加するものとする。

○火山計画

未計画の火山対策について、東京都地域防災計画「富士山噴火降灰対策」に基づき、昭島市地域防災計画に「火山計画」を追加する。

○その他 （風水害計画、危機管理計画（大規模事故等）、災害復興計画） ⇒ 各種法令・計画等との整合性を図る。

（附則 「警戒宣言に伴う対応措置」⇒「南海トラフ地震等防災対策」に名称変更 ⇒ 東京都地域防災計画との整合性を図る。



部 名 部で定めている事項 修正概要

第１部 総則
計画の目的、基本方針、責務、業務大綱、被害想

定、減災目標など、計画全体に係る基本事項を定め
たもの

立川断層帯地震の被害想定を踏まえ、市の課題、減災目標の設定、目
標達成のため、４つの視点による指標を掲げる。
複合災害を追加

第２部 災害予防計画
災害に備え、減災のために必要な予防対策につい

て、ハード・ソフト両面から定めたもの
「災害につよいひとづくり」、「災害に強いまちづくり」、「市民の

安全を守る体制づくり」、「市民の生活安定と早期再建の仕組みづく
り」の４つの視点から章を構成
・出火防止対策、初期消火能力の向上等を追加
・マンション防災における自助・共助を追加
・受援応援計画、避難行動要支援者個別避難計画の策定
・備蓄の見直し
・災害対策本部等、応急対策等の機能強化
・その他、各種法令、計画等との整合性

第３部 震災応急・復旧対策計画
震災時における応急・復旧対策について、ハー

ド・ソフト両面から定めたもの

第４部 風水害計画
風水害に対応するため、各種警報情報の伝達と的

確な避難指示・避難誘導を行うとともに、被害への
応急措置対策を定めたもの

水防活動に係る注意報及び警報の基準、洪水予報の発表基準、多摩川
重要水防箇所等の修正
「避難情報」を、都地域防災計画と整合を図るために「避難指示等」

に修正

第５部 危機管理（大規模事故等）計画
地震以外の大規模事故、大規模火災、環境汚染、

健康被害事象発生時の対策について定めたもの
市の組織改編に伴い、防災課を防災安全課に修正

第６部 火山計画
富士山噴火に伴う降灰被害及び対策について定め

たもの
富士山噴火に伴う降灰による被害の災害予防計画、災害応急・復旧計

画を策定

第７部 災害復興計画
大規模災害発生後に早期に市民の生活復興と都市

機能の復興を図るための体制を定めたもの
災害復興方針の策定における配慮事項を修正
災害復興に係る行動プログラムを修正

付 編 南海トラフ地震等防災対策
南海トラフ地震等防災対策及び東海地震事前対策

（警戒宣言が発せられた場合の措置）について地域
防災計画の付編として定めたもの

都地域防災計画との整合性

資料編・協定編 上記各部における付属資料及び協定締結関連 「資料」を整理 「資料編」と「協定編」に分割

５ 地域防災計画の構成



６ 第１部 総則第５章第３節４・５ 【被害軽減効果の推計・対策と効果】

被害軽減効果の推計
東京都は、被害想定について、以下の項目等について、防災・減災対策が

強化された場合の被害軽減効果を推計した。
(1) 出火抑制対策による火災被害の軽減効果
⇒ 今後の対策の進展により、被害が７～９割程度減少

(2) 耐震化率の向上による、ゆれによる建物被害や人的被害の軽減効果
⇒ 今後の対策の進展により、被害が６～８割程度減少

(3) 家具類の転倒・落下・移動防止対策実施率の
向上による人的被害の軽減効果
⇒ 今後の対策の進展により、被害が４～８割程度減少

被害を軽減するための対策と効果

住宅用火災警報器 住宅用消火器 感震ブレーカー 初期消火訓練 家具類転倒防止

○電気を要因とする出火の低減
○初期消火率の向上

効果



７ 第１部 総則 第６章第１節【減災目標】

東京都地域防災計画
減災目標

●減災目標
２０３０年度（令和１２年度）までに、首都直下地震等による人的・物的被害を概ね半減する。

減災目標２ ゆれ・建物被害による死傷者及び倒壊棟数を半減する。

●ゆれ・建物被害による死者100人を50人に減少させる。
●ゆれ・建物被害による傷者1,312人を656人に減少させる。
●倒壊棟数1,669棟を835棟に減少させる。

減災目標３ ライフラインの被害を最小限に抑え早期に復旧させる。

●ライフラインの耐震化を推進する。
●ライフラインを60日以内に、95％以上の回復を目指す。

減災目標１ 火災による死傷者及び焼失棟数を半減する。

●火災による死者66人を33人に減少させる。
●火災による傷者252人を126人に減少させる。
●焼失棟数3,021棟を1,510棟に減少させる。

（※立川断層帯地震Ｍ7.4・冬・早朝・風速８ｍ/ｓにおける想定被害数値）

（※立川断層帯地震Ｍ7.4・冬・夕方・風速８ｍ/ｓにおける想定被害数値）

昭島市地域防災計画 減災目標
2030年度（令和12年度まで）

目標１ 死者の減少
①住宅倒壊による死者の減少（約６割減）
②火災により死者の減少（約６割減）

目標３ 帰宅困難者の安全確保
帰宅困難者25,772人の安全を確保する。

目標２ 避難者の減少
①住宅の倒壊や火災による避難者を４割減少させる。
②ライフライン被害等による避難者の早期帰宅。

目標４ ライフラインの早期復旧
ライフラインを60日以内に95％以上回復させる。

現 昭島市地域防災計画

市としては、東京都と整合性を図りつつ、被害想定では火災に
よる死者及び焼失棟数が増加していること等を踏まえ、目標の頂
を明確にして減災に取組むために具体的な減災目標とした。

修正前の東京都地域防災計画の減災目標と整合性を図った目標



自助の備えを講じている市民の割合 （100%）
防災ガイドブックなどを活用し、市民が自ら考え、各家庭における備蓄などの防災対策が

万全になる取組を推進する。

出火防止対策実施率 （感震ﾌﾞﾚｰｶｰ設置率25%）
(1) 木造住宅密集地域などに、感震ブレーカーの設置に対する普及啓発の促進等を行う。

(2) 住宅用火災警報器の設置、維持管理に対する普及啓発の促進を行う。

初期消火対策実施率 （消火器保有率60%）
(1) 木造住宅密集地域を中心に、住宅用消火器の設置を促進する。

(2) 防災訓練の実施及び参加促進を図る。（消火器、スタンドパイプの取り扱い要領の熟

知）

(3) 木造住宅密集地域を中心に街頭消火器の増設、スタンドパイプの配置を行う。

家具類の転倒・落下・移動防止対策実施率 （75%）
各種普及啓発ツールの活用などにより、家具類の転倒防止等対策を促進する。

防災リーダーの育成（防災士取得）
自主防災組織等に対し防災士の資格取得を奨励し、防災リーダーとしての育成を図る。

消防団の定員充足の継続及び装備の充実強化
消防団の定員充足を継続させるために、あらゆるツールを活用し、消防団の存在と活動を

周知するなど入団に向けた取組を推進する。併せて装備の充実を図り災害対応を強化する。

住宅の耐震化率（令和７年度までにおおむね解消）
住宅の耐震化率を77.1％から「耐震性が不十分な住宅をおおむね解消」とする。

住宅・建築物の不燃化
(1)  都市計画に基づく住宅・建築物の不燃化を促進する。

(2) オープンスペースの整備及び確保を図る。
ア 都市計画公園等の整備や農地の保全による避難空間の確保
イ 既存公園、避難場所等の周辺の緑の確保による避難場所の機能強化と地区レベル
の防災活動拠点機能の整備

(3) 防災性の高い道路網を形成する。
避難道路、緊急物資輸送ルート及び延焼遮断帯として機能するよう、都市計画道路及
び主要幹線

道路の整備・拡幅の推進

上下水道の耐震化
ア 上水道施設の耐震化

耐震継手への布設替えを推進し、耐震管率を令和９年度までに42.6％とする。
イ 下水道施設の耐震化

下水道管の耐震化を推進する。特に、避難所や防災拠点の施設から排水を受け入れる
下水道管の耐震化を優先し、令和８年度までに重要な幹線等の耐震化率を82.6％とする。

消防水利充足率（100％）
防火水槽の整備及び事業者と連携した消防水利を確保する。

市業務継続計画（BCP）の改定

令和７年度までに改定する。

受援応援体制の充実強化

市災害時受援応援計画を策定する。（令和７年度までに作成）

避難行動要支援者対策の推進

避難行動要支援者個別避難計画を作成する。（令和８年度までに作成）

地域コミュニティ活動の推進

地域コミュニティ活動連携推進計画を策定する。（令和６年度までに作成）

防災拠点としての機能を有する施設の整備

市民総合交流拠点施設を整備する。（令和７年度）

一斉帰宅抑制等、帰宅困難者対策条例の内容を把握している事業所の割合 （70％）

都内滞留者の大半を占める事業所従業員に対し、効果的な普及啓発を実施する。

避難所環境の向上

避難所運営の向上や必要な物資の確保体制等を通じて避難所環境の不断の見直しを図る。

災害時避難施設等の充実

災害時における避難所施設の充実を図るために民間団体等との協定締結を図る。

♦視点１ 「災害に強いひとづくり」 ♦視点２ 「災害に強いまちづくり」

♦視点３ 「市民の安全を守る体制づくり」

♦視点４ 「市民の生活安定と早期再建の仕組みづくり」

８ 第１部 総則 第６章第２節【視点と指標】



９ 第１部 総則 第７章 【複合災害への対応】

風水害 ・地震動や液状化により堤防が損傷した箇所から浸水被害が拡大

・梅雨期や台風シーズンなど、降水量が多い時期に地震が発生した場合、避難所等を含む生活空間に浸水被害が発生

火山噴火 ・数cmの降灰でも交通支障が発生し、救出救助活動や物資、燃料の搬送、災害廃棄物の撤去などの応急対策や復旧作業が困難化

・火山灰が除去される前に地震が発生すると、降灰荷重により建物被害が激甚化

感染拡大 ・多くの住民が避難する中で、感染症や食中毒が発生した場合、避難者間で集団感染が発生

・救出救助活動や避難者の受入れ等において感染防止対策が必要となり、活動に時間がかかる可能性

【被害想定で想定する主な複合災害】

【複合災害に備え留意すべき事項】

１ 留意事項

(1) 自分の命は自分で守る視点から、複合災害に対する普及啓発を図り、自助・共助の取組を促進

(2) 都市基盤施設の整備・耐震化など、防災・減災対策の推進

(3) 様々なシナリオを想定した、BCPの策定、訓練の繰り返し実施・検証

(4) 避難先のさらなる確保、在宅避難・自主避難など分散避難の推進

(5) 夏季発災時における熱中症対策

２ 大規模自然災害＋大規模自然災害

(1) 先発災害から後発災害へのシームレスな対処計画の策定、受援応援体制の強化

(2) 後発災害のリスクや被害状況等を踏まえた被災者の移送等の検討

(3) 後発災害による被害の拡大に伴う避難の長期化を要因とした災害関連死抑止への対応等

３ 感染拡大＋大規模自然災害

(1) 災害ボランティアやエッセンシャルワーカーの行動制約下における体制の確保

(2) 避難所における感染拡大による災害関連死抑止への対応等



10 第２部・第３部 災害予防対策計画及び震災応急・復旧対策計画の概要 災害に強いひとづくり

第１章 地域防災力の向上
現状
・防災ガイドブック配布、防災講演会
・防災訓練指導
・自主防災組織「震災活動マニュアル」作成

課題
○自助による市民の防災力
【火災による死傷者や焼失棟数を軽減】
・住宅用消火器などの消火用具の備え
・自宅における感震ブレーカーの設置
・住宅用火災警報器の設置及び維持管理
・初期消火能力の向上

【建物のゆれ等や屋内収容物による死傷者を軽減】
・自らの建物の耐震性や耐火性を確保
・家具類の転倒防止・落下・移動の防止の備え
（市民意識調査家具類転倒対策実施率38.7％）

○地域における共助
・高齢者など要配慮者の適切な支援
・自主防災組織活動の活性化の推進

○マンション防災における自助・共助
・マンション防災の必要性（在宅避難）

第１章 地域防災力の向上

○自助による市民の防災力の向上
【自助の備え】
・消火器、住宅用火災警報器等の住宅用防災機器の準備
・在宅避難に向けた日常備蓄の実施（最低３日間分:推奨１週間）

【防災意識の啓発】
・家庭内での備蓄
・自ら建物の耐震化･不燃化
・家具類の転倒・落下・移動防止等の防災対策
【防災教育・訓練の充実】

・市総合防災訓練（市民・事業所等）
初期消火訓練、避難訓練、応急救護訓練、身体防護・地震体験訓練、
避難所体験訓練、救出・救助訓練、通報訓練、都市型水害対応訓練等

○地域による共助の推進
【日頃の備え】
・出火防止の徹底、初期消火訓練等の実施、消火資器材等の整備・保
守、携帯トイレ・簡易トイレ等の備蓄、地域内の避難行動要支援者の
把握に努め、避難行動要支援者の個別避難計画作成等、災害時の支援
体制を整える。
【自主防災組織活動の充実】
防災士の資格取得を奨励し、防災リーダーの養成を図る。

○マンション防災における自助・共助の構築
・自助の備え・地域の備えに掲げる対策を推進する。
・エレベーターが使用不可となる場合を想定し日常備蓄を実施する。
・排水管等の修理が終了していない場合はトイレが使用不可となるこ
とを踏まえた携帯トイレ・簡易トイレを準備する。

現状と課題

第５章 市民と地域による対応
○自助による応急対策の実施
・自身と家族の身の安全と出火防止、情報収集、自助
の備蓄品の活用

○地域による応急対策の実施
・発災初期における初期消火、救出救護、応急救護活
動等の実施

○マンション防災における応急対策の実施

【マンション管理組合等】
「地域による応急対策の実施」に掲げる対策のほか、
次のとおり応急対策を実施する。

・マンション居住者の安否確認を実施する。
・マンション共有の資器材を用いた救出活動支援を実
施する。
・集会室等を利用した避難所運営を実施する。
・建物被害調査と二次被害防止を図る。
・ライフライン復旧状況を確認する。
・在宅避難継続のためのマンション居住者への支援を
実施する。

・マンションの復旧に向けた調査、診断、居住者への
説明、合意形成への支援、工事等の手配を実施する。

災害予防計画 震災応急・復旧対策計画



11 第２部・第３部 災害予防対策計画及び震災応急・復旧対策計画の概要 災害に強いまちづくり

第２章 災害に強く安全に暮らせるまちづくり
現状
○耐震化の推進（令和５年１月末の耐震化率）
一般住宅（77.1％）

民間特定建築物（98.8％）
防災上重要な市有建築物（98.2％）

○建物内部の安全対策
市が指定した事業者と協定を結び、家具転倒防止金具の取

付けあっ旋
○消防水利の充足率（令和５年８月末95.5％）
課題
・出火、延焼防止対策
・建物の耐震化、安全対策

・家具の転倒・落下・移動防止対策

第３章 安全な交通ﾈｯﾄﾜｰｸと災害に強いﾗｲﾌﾗｲﾝ等の確保
現状
○ﾗｲﾌﾗｲﾝ施設状況

・上水道（計画的な耐震化の推進）
令和５年３月末（管の耐震適合管率は、58.2％）

・下水道（計画的な耐震化に推進）
重要施設における耐震化を優先的に進めている。
昭島市下水道総合地震対策計画（汚水管の重要な幹線等の

耐震化率）令和４年３月現在（36.8ｋｍのうち67.4％）
汚水中継ポンプ場（郷地ポンプ場）の耐震化（完了）

課題
○本計画の想定地震である立川断層帯地震の被害想定

・断水率（47.4％）
・下水道管きょ被害率（5.1％）

現状と課題

第２章 災害に強く安全に暮らせるまちづくり

○建築物の耐震化及び安全対策の促進
・「昭島市耐震改修促進計画」都と連携、耐震化の推進
（市有建築物）令和７年度まで（耐震化率 98.2％→100％）
（一般住宅）令和７年度まで

（耐震化率77.1％→耐震性が不十分な住宅をおおむね解消)
（民間特定建築物）令和７年度まで

(耐震化率98.8％→耐震性が不十分な住宅をおおむね解消)
・住宅等民間建築物の耐震診断・耐震改修等

（木造住宅の耐震診断や耐震化の助成制度の周知）
・マンションの耐震化等

（マンションの耐震化の促進）
・落下物、家具類の転倒・落下・移動の防止対策
対策実施の普及啓発（令和12度まで実施率38.7％→75％）

○出火、延焼等の防止
・初期消火体制の強化
（木造住宅密集地域⇒街頭消火器の増設・スタンドパイプ配置）
（街頭消火器が設置されていない地区⇒街頭消火器の設置）
・住宅用火災警報器、住宅用消火器等の設置普及啓発

第３章 安全な交通ﾈｯﾄﾜｰｸと地震に強いﾗｲﾌﾗｲﾝ等の確保

○ライフライン施設の安全化

・水道施設 導水管

計画的な耐震管への布設替え

・下水道施設

避難所・防災拠点の施設

排水を受け入れる下水道管の耐震化
令和８年度までに重要な幹線等の耐震化率を82.6％とする。

災害予防計画

第６章 消火・救助・救急・警備活動等
○消火・救助・救急活動
・関係機関の役割（市、消防署、警察署の役
割分担）
市本部に参画し、消防的見地から情報提供

や助言等を行う。（昭島消防署）
・昭島消防署における初動態勢の確保
初動態勢（震災第一非常配備態勢・震災第一
非常配備態勢・震災第一非常配備態勢）震災
消防活動（活動方針・部隊運用・情報収集・

消火活動）
○危険物・毒物・劇物取扱施設等の応急措置
・各施設は、施設の防災計画に基づく応急措

置の実施
・市は、市民に対する情報提供、避難指示等
・石綿含有建築物等の応急措置都の協定締結
団体等と連携して、石綿飛散防止対策を実施

する。市民、作業員、ボランティア等に対し
石綿ばく露防止の注意喚起を行う

建築物等からの飛散・ばく露防止の応急措置
の支援を行う。

震災応急・復旧対策計画



12 第２部・第３部 災害予防対策計画及び震災応急・復旧対策計画の概要

第４章 応急対応力の強化
現状
・勤務時間内の初動態勢（段階的な非常配備態勢の発令）
・夜間・休日等の勤務時間外
（震度５弱以上全職員が自主的参集）
課題
・市の初動対応
（業務継続計画の見直し、災害時業務計画の修正）
・広域連携体制
（災害時における受援応援計画の策定）
第５章 情報通信の確保
現状
・住民等への情報提供体制を整備
課題
○住民等への情報提供体制
・より多くの市民に対する迅速・的確な情報提供体制の構築
○住民相互の情報収集等
・発災時の安否確認ﾂｰﾙが十分に活用されていない。
第６章 帰宅困難者対策
現状
・帰宅困難者の受入れ施設（市内39か所の避難所を指定）
・帰宅困難者支援ｽﾃｰｼｮﾝ（２か所設置）
課題
・市で予想される帰宅困難者数（立川断層帯地震8,754人）
・東京都帰宅困難者対策条例の周知（条例認知度低下傾向）
・帰宅困難者への情報通信体制（通信環境の強靭化）
・一時滞在施設の確保と備蓄の充実
・帰宅支援（帰宅方法についての事業所への周知）
第７章 医療救護等対策
現状
・三師会と災害医療救護体制を構築している。
・医薬品の確保について三師会と検討を進めている
課題
・初動医療救護体制の確保
・医薬品及び医療資器材の確保

第４章 応急対応力の強化
○初動対応体制の整備
・市民総合交流拠点施設、学校給食調理場の整備
・業務継続計画（BCP）の作成及び見直し
・災害時業務計画の作成及び見直し
○広域連携体制の整備
・相互応援協定等の締結
・災害時受援応援計画の策定（策定後の適宜見直し）

第５章 情報通信の確保

○市民等への情報提供体制の整備
・市の情報提供手段（防災行政無線、支局の増設、防
災行政無線電話応答装置、J：COM防災情報ｻｰﾋﾞｽの提
供、ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽ、昭島市公式Ⅹの活用、昭島市公式
LINEの活用、Yahoo!防災速報の活用、ｺﾐｭﾆﾃｨＦＭの活
用、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ局の活用、NTTﾄﾞｺﾓ緊急速報「ｴﾘｱﾒｰﾙ」
・au、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ、楽天ﾓﾊﾞｲﾙ「緊急速報ﾒｰﾙ」の活用
第６章 帰宅困難者対策
・東京都帰宅困難者対策条例の周知徹底
・帰宅困難者への情報通信体制整備
・帰宅困難者対策ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑを開発・運用
（東京都・令和６年度末）
第７章 医療救護等対策
○初動医療体制の整備
・市災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、市災害薬事ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置
・災害時小児周産期ﾘｴｿﾞﾝ（都災害時小児周産期ﾘｴｿﾞﾝ
・地域災害時小児周産期ﾘｴｿﾞﾝ）
・医療救護活動の確保、搬送体制の整備、防疫体制の
整備
○医薬品・医療資器材の確保
・発災から72時間（医薬品の確保を三師会と協議）
・災害薬事ｾﾝﾀｰ設置：保健福祉ｾﾝﾀｰ（あいぽっく）
・医薬品等の調達方法を市薬剤師会及び卸売販売業者
と協議

第１章 応急活動体制
○市災害対策本部の組織及び運営
・本部応援要員の設置（指令情報班支援及び電話対応）

・職員の初動態勢
「避難所対策班」各学校避難所における初動対応

第８章 帰宅困難者対策
○ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ等を活用した初動対応
○一時滞在施設の開設・帰宅困難者の受入れ
・市立の一時滞在施設等に開設を要請
・滞留者への情報提供等
・都DIS若しくは帰宅困難者ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑにて報告

○集客施設及び駅等における利用者保護
・帰宅困難者対策ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑによる情報発信（都）

・帰宅ルールの周知・管理
第１０章 医療救護等対策
○初動医療体制
・市災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ及び市災害薬事ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等とLINEや
EMIS等を活用し情報収集、初動期の医療救護活動
○医療情報の収集・伝達
市医療活動拠点⇒福祉保健部医療対策救護班、昭島市災害医
療コーディネーター、災害薬事センター（昭島市災害薬事コ
ーディネーター）
○初動期の医療救護活動
・緊急医療救護所
（超急性期においては、市が指定した病院敷地内に緊急医療
救護所を設置・運営する。）
・医療救護活動（医療救護班等の活動は、被災直後の超急性
期においては、負傷者が多数発生した災害現場等又は負傷者
が殺到する病院等の近接地などに設置する緊急医療救護所を
中心とし、その後は、避難所等における医療救護所を中心と
する。）
○医薬品・医療資器材の供給
・市薬剤師会と連携して、緊急医療救護所や避難所等の医療
救護所への医薬品等の供給拠点となる「災害薬事センター」
を発災後すみやかに設置する。

現状と課題 災害予防計画 震災応急・復旧対策計画

市民の安全を守る体制づくり



第８章 避難者対策

現状
・広域避難場所４か所、一時避難場所35か所
・避難所39か所、二次避難所（福祉避難所）４か所
・各学校に「学校避難所運営委員会」設置、「昭島市避難
所運営マニュアル」策定、避難所運営訓練実施
・民間施設等との協定締結
課題
・避難所避難者のほか帰宅困難者約8,700人（現避難所の収
容スペース）
・避難所における安全・安心の確保（女性・要配慮者等の
ニーズ、災害関連死対策の観点等を踏まえた体制の検討・
整備）

第９章 物流・備蓄・輸送対策の推進
現状
・備蓄倉庫市内（10か所）、簡易備蓄倉庫（学校避難所等
24か所）
・食料（災害当日の１食分と２日分の計７食分を備蓄）
・飲料水災害対策用飲料貯水槽等

最大可能貯水総量（29,205㎥）
課題
・避難所避難者数 最大４日目以降の24,956人
・発災後３日間の備蓄確保
（必要備蓄量の算出：発災から３日目までの最大避難所避
難者数等を基準「東京都地域防災計画」より）
発災から３日目までの最大避難所避難者数⇒（23,646人）
・高齢者など要配慮者及び女性の視点、食事制限のある方
や子供等に配慮をした食料・生活必需品を確保
・食料や生活必需品などの備蓄物資が増加した場合の保管
場所の確保

13 第２部・第３部 災害予防対策計画及び震災応急・復旧対策計画の概要

現状と課題

第８章 避難者対策

○避難体制の整備
・「避難行動要支援者名簿」情報の適切な更新
・「災害時要支援者個別避難計画」作成の推進
○避難所・避難場所等の指定と安全化
・指定緊急避難場所及び指定避難所の指定
・指定緊急避難場所及び指定避難所の市民等への周知徹底
・要配慮者の支援体制の整備、多様な情報伝達の確保等
○避難所の管理運営体制の整備等
・障害者に対する情報提供及び情報発信体制の整備
・避難所の良好な生活環境の継続的確保
・避難所における性暴力、ＤＶの発生防止
○車中泊者の発生抑制に向けた取組
・車中泊者発生抑制に向けた普及啓発

第９章 物流・備蓄・輸送対策の推進
○食料及び生活必需品等の確保
・自助による３日分の備蓄の必要性の普及啓発
・発災後３日分の物資の確保（発災から３日目までの最大
避難所避難者数（一定数の避難所外避難者を含む。）等）
・備蓄物資の登録（物資調達・輸送調整等支援システム）
・災害時要援護者や女性・子供など様々な避難者のニーズ
に対応した物資の確保
・避難所における感染症拡大防止に必要な物資
○備蓄倉庫及び物資拠点の整備
・救援物資等の受入れ及び配送について事業所と協定を締
結。
・要請に基づき、事業所等に物資集積・搬送拠点を設置

災害予防計画

第７章 避難者対策
○避難所の運営
・SNS等を活用した正確かつ迅速な情報発信
・感染症対策措置
・避難所運営等
専門性を有したNPO・ボランティア等の外部支援

者等の協力依頼、他市区町村等への協力要請

第９章 物流・備蓄対策
○備蓄物資の供給
・備蓄物資の搬送、食品・生活必需品の供給
（物資調達・輸送調整等支援システムへの入力等
により、都福祉保健局に備蓄物資の放出を要請、
地域内輸送拠点で受領）
○物資の調達要請
・食料の調達
避難所における食物アレルギーを有する者のニ

ーズの把握やアセスメントの実施、食物アレルギ
ーに配慮した食料の確保等に努める。
○義援物資の取扱い
・義援物資の受入れ管理
施設が被災した場合や物資が多く受入れが困難

な場合は、協定を締結している事業所に受入れ等
の協力を要請する。
【義援物資の受入先 市総合スポーツセンター】

震災応急・復旧対策計画

市民の生活安定と早期再建の仕組みづくり



14 第２部・第３部 災害予防対策計画及び震災応急・復旧対策計画の概要 市民の生活安定と早期再建の仕組みづくり

第１１章 市民生活の早期再建対策

○生活再建の事前準備
・罹災証明の発行手続
昭島消防署との協定締結や事前協議による罹災証

明発行に係る火災被害の情報共有等、連携体制を確
立する。
○し尿処理等
・50人あたり１基の災害用トイレを確保に努める。
（避難所施設のトイレの個室≪洋式便器で携帯トイ
レを使用≫と災害用トイレを合算）
・安全性、衛生・快適性、女性・要配慮者等の多様
な視点を考慮。

最大避難所避難者24,956人
⇒必要な災害用トイレ数500基

○ごみ処理
・災害廃棄物処理計画の策定

第１１章 市民生活の早期再建対策

現状
○生活再建対策
・迅速な罹災証明の発行
（被災者生活再建支援システムを導入）
○災害用トイレの備蓄
・災害用トイレ（避難者75人／１基を目安に備蓄）
・仮設トイレ72基、マンホール型トイレ328基 計400
基
・携帯用トイレ 21,400個
・し尿収集車（委託業者所有車両が２台配置）
課題

○生活再建対策
・り災証明の発行対象となる家屋（約6,800棟）

○災害用トイレの確保等
・災害発生当初（避難者約50人当たり１基）
・避難が長期化する場合（避難者約20人当たり１基）
○災害廃棄物処理対策 最大で56万トン

現状と課題 災害予防計画

第１５章 市民生活の早期再建対策
○家屋・住家被害状況調査等
・速やかな罹災証明発行手続
（マイナポータル「ぴったりサービス」による電子申請受付）
（火災の罹災証明書交付：昭島消防署と必要な情報を共有）
○被災住宅の応急修理
・応急修理の方法、修理の実施
（災害救助法が適用された地域）
震災により住家が半壊（焼）若しくはこれらに準ずる程度の

損傷を受けた場合居住に必要な最小限の応急修理を行う。
対象者は、災害のため住家が半壊（焼）若しくはこれらに準

ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理ができない者
及び大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程
度に住家が半壊した者
・都が、応急修理に関する協定締結団体と調整のうえ、応急修
理を行う業者のリストを作成し、市はリストより業者を指定し
、居室、炊事場、トイレ等生活上欠くことのできない部分の修
理を行う。原則として、災害発生の日から３か月以内に完了す
る。（国の災害対策本部が設置された災害においては６か月以
内に完了）
○応急仮設住宅の供与
・都は、被害状況に応じて、災害救助法に基づき、住家が全壊
、全焼又は流出し、居住する住家が無い者であって、自己の資
力では住家を得ることができない被災者に対して、応急仮設住
宅等を迅速かつ的確に供与する。
・公的住宅（一時提供型住宅）の供給、民間賃貸住宅（賃貸型
応急住宅）の供給、建設型応急住宅
○被災者の生活相談等の支援
・相談センターを開設し、被災者の生活相談の実施
・避難所における避難者、在宅避難者、域外への自主避難者等
の全被災者（世帯）を対象とした被災者生活実態調査（被災者
センサス）を実施する。

震災応急・復旧対策計画

第１２章 要配慮者対策

○現状と課題
・避難行動要支援者名簿、避難支援プラン（全体計画）を作成している。
・個別避難計画の作成方法について検討し、順次、作成を進めていく。
○要配慮者の把握
・避難行動要配慮者の把握に努め、状況に応じた対応をとるよう努める
○支援体制の整備
・個別避難計画（個別避難計画作成のための基本的な情報の把握に努めるとともに、避難行動要支援者の行動支援
に関する取組指針を踏まえ、実効性のある避難支援等につなげることができるよう、個別避難計画の内容について
慎重に検討をする中で作成に努める。）



○ 水防活動に係る注意報及び警報の基準の一部修正
○ 洪水予防の種類と発表基準の一部修正
○ 市組織改編による一部名称修正
○ 多摩川洪水に係る避難指示等の発令の判断基準の一部修正

16 第５部 危機管理計画（大規模事故等）の主な修正内容

○ 市組織改編による一部名称修正
○ 危機管理対策委員会の所掌事務の一部修正

○ 市災害復興本部の設置
・市復興本部は、災害対策基本法、昭島市災害対策本部条例に定める市災害対策本部と
は別の本部として設置する。
○ 復興計画の策定
・本部長は、基本指針「昭島市災害復興方針」を策定する。
・市復興本部は被災後６か月以内を目途に、「昭島市災害復興総合計画」及び「特定分
野計画」を策定する。
・震災後２週間以内を目途に、市復興本部の審議を経て、「昭島市災害復興方針」を策
定し、公表する。
・「災害復興方針」の策定（配慮事項）

① 人々の暮らしの いち早い再建と安定
② 災害に強く、安心してくらせるまちづくり
③ 誰もが快適にくらせる生活環境づくり
④ 雇用の確保、事業の再開と新しい時代に対応した産業の創造

○ 特定分野計画の策定（都市の復興 行動プログラム）
・ 家屋被害概況調査の実施（発災から10日以内）

・ 家屋被害状況の調査・整理（10日～１か月以内）

・ 都市復興基本方針の策定・公表（２週間以内）

・ 第一次建築制限（２週間～１か月）※最大２か月まで

・ 時限的市街地（発災～）

・ 復興対象地区（発災～）

・ 都市復興基本計画（骨子案）策定・公表（発災～２か月以内）

・ 被災市街地復興推進地域（案）の作成と都市計画決定・告示（発災～２か月以内）

・ 復興まちづくり計画等の策定（発災～６か月以内）

・ 都市復興基本計画の策定・公表（発災～６か月以内）

・ 復興事業の推進（６か月～）

17 第７部 災害復興計画の主な修正内容

15 第４部 風水害計画の主な修正内容

18 付編 南海トラフ地震等防災対策

○ 南海トラフ地震等防災対策
昭島市は「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」での推進地

域及び特別強化地域 には指定されていない。 そこで、南海トラフ地震等防災対策につい
ては、令和４年５月公表の「首都直下地震等による東京の被害想定」を前提とした第１部
から第３部を準用するものとする。
○ 東海地震事前対策等

東海地震事前対策は、東海地震に関連する予知情報等が発令された場合、東京都、市区
町村及び各防災機関が一体となって地震被害の防止または被害の軽減を図ろうとするもの
である。
東京都では、大規模地震対策特別措置法（昭和53（1978）年法律第73号。以下、「大震

法」という。）第６条に基づき、東京都防災会議が策定する地震防災強化計画による対策
を進めているが、地震防災対策強化地域（以下、「強化地域」という。）に指定されてい
ない本市においても、警戒宣言等が発せられた場合の必要な措置について定めるものとす
る。
○ 基本的な考え方
東海地震はこれまでの研究及び観測体制の構築から唯一予知の可能性のある地震とされ

ていた。
しかし、中央防災会議で、現在の科学技術では、確度の高い地震の予測はできないとさ

れたことから、平成29年11月1日から南海トラフ全域を対象として、異常な現象が発生した
場合や地震発生可能性が相対的に高まっていると評価した場合等に「南海トラフ地震に関
連する情報」が気象庁から発表される運用に転換された。（従前は、前兆的な「ゆっくり
すべり」を監視し、通常とは異なる変化が観測された場合に「東海地震に関連する情報」
が気象庁から発表されていた。）

令和元年５月31日より、「南海トラフ地震に関連する情報」の種類として、「南海トラ
フ地震臨時情報」及び「南海トラフ地震関連解説情報」の情報発表が開始された。
本計画は、大震法が廃止されていない状況を踏まえ、東海地震の警戒宣言時等に関する

対策を策定したものである。



第１章 富士山の現況等
第１節 富士山火山の概要
○ 富士山の概要
○ 富士山の成り立ち
○ 歴史資料上の噴火
○ 最近の活動

平成12年10月から12月まで及び翌年４月から５月までの間に
かけて、富士山直下の深さ15㎞付近を震源とする低周波地震の
多発が確認された。これより浅い地震活動や地殻変動等の異常
は観測されず、直ちに噴火の発生が懸念されるような活動では
なかった。
○ 富士山における噴火の特徴
・火砕物噴火、溶岩流噴火及びこれらの混合型の噴火
・山頂火口では繰り返し同一火口から噴火
・側火口では同一火口からの再度の噴火は知られていない。
・噴火の規模は、小規模なものが圧倒的に多く、最大は宝永噴
火、貞観噴火
・781年以降10 回の噴火を確認

第２節 国による検討
富士山が活火山であると認識された。

第３節 噴火による被害想定

19 第６部 火山計画（新規）

区分 内容

噴火の規模等

規模 宝永噴火と同程度

継続期間 16 日間

時期 梅雨時期及びその他の時期

被害の原因 降灰

被害の範囲 都内全域

被害の程度
八王子市及び町田市の一部10cm程度 その他の地域 2～

10cm 程度

被害の概要

降灰に伴うもの 健康障害、建物被害、交通・ライ

フライン・農業・商工業への影響

降灰後の降雨等に伴

うもの

洪水、泥流及び土石流に伴う人

的・物的被害

○ 火山灰の特徴
・火山灰とは火山岩が粉々になった細かい粒子
○ 降灰による昭島市への影響
・火山灰は濡れると道路が滑りやすくなるほか、視界
が悪化する。
・雨どいや側溝、下水道などが詰まる。
・降灰時に車のワイパーを使用するとフロントガラス
などが傷つく。
・屋内に灰や粉塵が入り込むと空調機や電算機に障害
が出ることもある。
・農作物の収穫量に影響する。
・電車等公共交通機関に影響する。

○降灰による人体への影響
・呼吸器系の影響 ・目の症状 ・皮膚への刺激

第２章 災害予防計画
第１節 災害予防計画の作成

降灰の影響をあらかじめ予測し、災害の発生をでき
るだけ軽減するために、火山災害の特性を踏まえて災
害予防計画を作成する。
第２節 火山観測
１ 国の火山観測 ２ 気象庁の実施する火山観測
第３節 市民等の防災行動力の向上
・日頃から報道機関、都、市を通じて、気象庁が発表
する火山の噴火警報、予報や降灰予報などを理解して
おく。
・降灰に備え、マスクやゴーグルなどを用意しておく。
震災時と同様に水、食料等を最低３日分程度備蓄して
おく。
・降灰を屋内に侵入させないための対策や、家族の役
割分担をあらかじめ決めておく。
・降灰が雨水等の流れをせき止めないように、地域ぐ
るみで側溝の詰まりなどを取り除くなどの対策を協力
して行う。
・事業所は、噴火から市への降灰までには一定の時間
的猶予があることから、交通機関等に影響が及ぶ前に
従業員等を早期帰宅させる。

第４節 訓練及び防災知識の普及
第２部「災害予防計画」を準用

第３章 災害応急・復旧対策計画
第１節 応急活動体制
第３部「震災応急・復旧計画」を準用
第２節 情報収集・伝達
・火山情報等 ・火山（降灰）情報 ・降灰予防
第３節「応援協力・派遣要請」、第４節「警備・交通
規制」、第５節「ライフライン等の応急・復旧対策」、
第６節「避難」、第７節「火山降灰対策用物資の配
備」、第８節「救援・救護」、第９節「交通機関の応
急・復旧対策」
・第３部「震災応急・復旧計画」を準用
第10節 宅地の降灰対策
宅地に降った火山灰は 所有者又は管理者が対応する

ことが原則である。しかし、一般の市民では対応が困
難な対策については、市が対応する。
第11節 火山灰の収集及び運搬
○火山灰の収集・運搬
・火山灰の収集は、原則として、土地所有者又は管理
者が行うものとする。
・火山灰の運搬は、一般廃棄物とは別に行い飛散しな
いように努めるものとする。
・宅地等に降った火山灰の運搬については、市が民間
事業者等の協力を得ながら行うものとする。
・宅地以外に降った火山灰の収集・運搬については、
各施設管理者が行うものとする。
○ 火山灰の除去・撤去
都は、国に対し、富士山等の大規模噴火による大量

の降灰に備え、火山灰の除去・処分方法について明確
な指針を示すとともに、降灰による都市基盤への影響
について、的確な調査研究の実施及び具体的な対策の
検討を行うことを引き続き要望する。市は火山灰の除
去及び処分について、国及び都の動向を注視していく。


